






















野（2011）は、65 年、80 年、95 年、2010 年と






ており 6）、1989 年 7 月にも、上場 1,985 社、
生保・非上場損保 24 社、計 2,014 社を選定し、
そのうち、アンケートの回答を得た 461 社（1










































































たのがこれら総合電機 3 社である。第 5 に、3
社ともに、長い歴史をもつ企業である。それゆ
え、長期間役員の属性の変化を観察できる。第
























『東洋経済統計月報』1992 年 10 月号と 2007 年
11 月号には、その時点での役員についての分
析がなされている 7）。例えば、同紙の 92 年 10
月号には、「上場会社役員」（91 年 8 月～ 92 年
7 月）、東洋経済刊『役員四季報』（上場会社・
1993 年版）を利用し、上場 2,105 社と生命保
険 23 社、非上場損害保険 6 社、主要経済機関
など 18 社、合計 2,152 社を対象企業として抽
出し、それらの企業の役員 4万 943 名のデータ
から分析を加えている。同紙の 2007 年 11 月号





締役及び監査役） 4 万 8,000 名の中から無作為
に抽出した 8,000 名に調査票を配布し、回収さ






































1950 年代 31 24 24
1960 年代 45 50 47
1970 年代 51 56 56












まず、1950 年代～ 80 年代の 40 年間の 3 社
役員数をみておこう（図 1）。日立の役員数は、
50 年代には 15 名前後、60 年代には 20 名前後、





なかったが、55 年 5 名になり、その後、大き
な変化はなかったが、70 年代に入り、9 名～
12 名になった。
東芝の役員数は、1960 年代半ばまで 15 名～
20名で推移したが、68年に一気に6名が増えた。
その後 77 年まで 20 名～ 25 名で推移し、78 年
と 79 年に 28 名、30 名に増加し、80 年代には
26 名～ 30 名であった。日立と同様に、目覚ま
しい変化はなかったものの、漸増していた。

















東芝の役員数は、1960 年代半ばまで 15 名～20 名で推移したが、68 年に一気に 6 名が増えた。
その後 77 年まで 20 名～25 名で推移し、78 年と 79 年に 28 名、30 名に増加し、80 年代には 26
名～30 名であった。日立と同様に、目覚ましい変化はなかったものの、総じて、漸増していた。 
三菱電機の役員数の推移は日立と極めて類似している。すなわち、1950 年代を通して 10 名
台後半で推移し、60 年代初めに 23 名～24 名に急増し、60 年代にはその水準を維持した後、70
年代には、それまでなかった専務のポストが新設されたこともあって、30 名程度に増加し、80
年代にもさほど変化しなかった。 
要するに、毎決算期のデータから、3 社ともに役員数が、50 年代から 80 年代にかけて緩やか
な増加趨勢であったことがわかる。この点は、10 年ごとの 3 社の役員数を集計した表 1 によっ





1950年代 31 24 24
1960年代 45 50 47
1970年代 51 56 56















（1955 年～ 73 年）とみて、この期間に、日本
の大企業の従業員 1,000 人当り役員数が、55
年の 3.5 人から 73 年の 2.7 人へと大きく落ち
込だんという。伊丹は、これを役員デフレと呼
んでいる。しかし、第 2 の波（73 ～ 91 年）の
時代には、従業員数が減っている反面、役員数
は増えた結果、従業員 1,000 人当りの役員数が、
2.7 人から 3.7 人と大きく増え、役員インフレ
がかなり激しかったという。










員数は 3.5 人であるが、図 2 で分かるように、
同じ年に日立は0.6人程度であった。東芝も0.8
人、三菱電機も 0.9 人にすぎなかった。また、
73 年に、伊丹が計算した従業員 1,000 人当り
の役員数は 2.7 人であったのに対して、同じ年
に日立は約 0.35 人にとどまった。東芝と三菱
電機もそれぞれ 0.4 人、0.5 人程度にとどまっ




























人が多数派で、60 年代の役員は 30 年代入社組
が多かった 12）。70 年代の役員には 40 年代入社

























例えば、50 年代の日立の役員で 20 年代入社者










年代 企業名 合計 1910 年代 1920 年代 1930 年代 1940 年代 1950 年代以降
1950 年代役員
日立 100.0 25.8 61.3 12.9 0.0 0.0
東芝 100.0 25.0 37.5 37.5 0.0 0.0
三菱電機 100.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0
1960 年代役員
日立 100.0 8.9 28.9 55.6 6.7 0.0
東芝 100.0 6.0 28.0 48.0 18.0 0.0
三菱電機 100.0 6.4 44.7 48.9 0.0 0.0
1970 年代役員
日立 100.0 0.0 2.0 29.4 43.1 5.9
東芝 100.0 10.5 3.5 40.4 40.4 15.8
三菱電機 100.0 0.0 1.8 53.6 33.9 10.7
1980 年代役員
日立 100.0 0.0 0.0 6.7 30.0 63.3
東芝 100.0 0.0 0.0 5.5 28.8 65.8
三菱電機 100.0 0.0 0.0 9.1 40.9 50.0




































3 社の役員がいつ入社したかを分析してみると、1950 年代の役員の中では、20 年代入社の人
が多数派で、60 年代の役員は 30 年代入社組が多かった(表 2)12。 0 年代の役員には 4 年代入





年代 企業名 合計 1910年代 1920年代 1930年代 1940年代 1950年代以降
日立 100.0 25.8 61.3 12.9 0.0 0.0
東芝 100.0 25.0 37.5 37.5 0.0 0.0
三菱電機 100.0 33.3 66.7 0.0 0 0 0.0
日立 100.0 8.9 28.9 55 6 6 7 .0
東芝 100.0 6.0 28.0 48.0 18.0 0.0
三菱電機 100.0 6.4 44.7 48.9 0.0 0.0
日立 100.0 0.0 2.0 29.4 43.1 5.9
東芝 100.0 10.5 3.5 40.4 40.4 15.8
三菱電機 100.0 0.0 1.8 53.6 33.9 10.7
日立 100.0 0.0 0.0 6.7 30.0 63.3
東芝 100.0 0.0 0.0 5.5 28.8 65.8















年代入社者の比重が日立は 3割、東芝は 4 割で

























73% に上昇し、70 年代には 86%、80 年代には 9
割に達した。東芝も 60 年代に、同比重が 80%
にまで上昇し、70 年代と 80 年代にそれぞれ
86% と 92% に上昇した。要するに、戦後の 3 社
役員の学歴に関していえば、大卒者の比重が圧
倒的で、なおかつ、その比重が上昇した。ただ












1955 ～ 91 年の社長 278 名平均で大卒比率は
表 3　3社役員の学歴別構成（％）
年代 企業名 合計 大学 高工 高商 その他
1950 年代役員
日立 100.0 54.8 29.0 12.9 3.2
東芝 100.0 62.5 33.3 0.0 0.0
三菱電機 100.0 83.3 4.2 12.5 0.0
1960 年代役員
日立 100.0 73.3 15.6 11.1 0.0
東芝 100.0 80.0 16.0 2.0 0.0
三菱電機 100.0 87.2 10.6 0.0 0.0
1970 年代役員
日立 100.0 86.3 3.9 9.8 0.0
東芝 100.0 86.0 7.0 3.5 0.0
三菱電機 100.0 89.3 3.6 5.4 1.8
1980 年代役員
日立 100.0 90.0 1.7 6.7 1.7
東芝 100.0 91.8 1.4 0.0 0.0









位 25 社の執行役員で大学卒は 68.6%、59 年に




80.6％であり、55 年社長の 63％、73 年社長の
77％、91 年社長の 96% が大卒であるという 16）。
田中・守島は、大企業社長のうちの大卒比率が
60 年社長が 77.5％、90 年社長が 9 割で、1999
年以降は 87.7％であったという 17）。萬成・ア
ベグレンによれば、60 年と 70 年に社長のうち
大卒者がそれぞれ 66％と 75％を占めており、
山本・高瀬の調査では、60 年に社長の中での
大卒者は 7 割弱で、85 年には 8 割以上であっ
たとされる 18）。
大手損保、生保会社の役員 2,246 人について













































1950年代 1960年代 1970年代 1980年代
理系 文系
表 4　3社社長の学歴プロフィール（1950 年代 -80 年代）
日立 東芝 三菱電機
社長名 出身学校 文・理系 社長名 出身学校 文・理系 社長名 出身学校 文・理系
倉田 仙台高工 理系 石坂 東大 文系 高杉 東大 文系
駒井 東大 理系 岩下 東大 文系 関 東大 理系
吉山 東大 理系 土光 東京高等工業 文系 大久保 東北大 理系
三田 東大 理系 玉置 東大 文系 進藤 九州大 理系
岩田 東大 文系 片山 九州大 理系












討しておこう。まず、表 4 から、1950 年代～
80 年代に 3 社の社長歴任者 18 名のうち、東大
出身が 14 名で、8 割近くを占めていたことが
分かる。















代に、同比重は 41.2% であり、60 年代と 70 年







の東大出身比重は 1950 年代に 66.7%、60 年代





員の中で私大出身者は 50 年代に 6.7% にすぎな
　（2）文・理系区分





















も同比率が 6 割を超えていた。60 年代におい









1955 年～ 91 年の 36 年間の社長 278 名のうち、
理科系社長が 36％であり、田中・守島によれば、
2000 年代に入ってもその比率はさほど変わら
















日立の同比率が上昇した結果、3 社共に 50% 台
で、3 社間の差は縮まった。萬成・アベグレン
の調査で、1970 年に、経営者の 3 分の 1 が東
大出身であり 31）、山本・高瀬の調査 32）では 70
年に同比重が 32％であったという事実と比べ






は 65.9% に上昇した後、48.1% へと大幅に下落





比重が 35% であったという山本・高瀬の調査 33）
と比較すれば、本稿の分析対象の三菱電機はそ
かったが、80 年代に 23.9% に達した（表 5）。
三菱電機の場合、役員の国立大出身者が多い
ことは他の 2 社と共通しており、50 年代に東
大出身者比重が 7割で高かったが、その後、同
比重が低下した。この点では東芝と類似してい
る。また、60 年代～ 80 年代を通して、東大出
身者の比重が他 2社よりはるかに低かった。例
えば、三菱電機の同比重は 60 年代に 39%、70



















年代 企業名 （大学合計） 東大 京大 他国立大 私立大
1950 年代役員
三菱電機 100.0 70.0 10.0 20.0 0.0
日立 100.0 41.2 23.5 17.6 11.8
東芝 100.0 66.7 6.7 13.3 6.7
1960 年代役員
三菱電機 100.0 39.0 12.2 36.6 9.8
日立 100.0 51.5 15.2 18.2 15.2
東芝 100.0 52.5 5.0 25.0 17.5
1970 年代役員
三菱電機 100.0 32.0 22.0 34.0 10.0
日立 100.0 65.9 11.4 22.7 0.0
東芝 100.0 51.0 3.9 29.4 15.7
1980 年代役員
三菱電機 100.0 34.5 14.5 29.1 20.0
日立 100.0 48.1 13.0 33.3 5.6







































らに高まり、60 年代に 86.7%、70 年代に 94.1%
に達した。80 年代の同比率がやや下がったと
はいえ、それでも 9割を超えていた。東芝もす
でに 50 年代に役員の 3 分の 2 が新卒採用者で
あり、その後、60 年代役員でその比率が 8 割




























































の比率が 48% であった 39）こと、山本・高瀬の
先行研究で、80 年代半ばの経営者の中で、入








対象を 3 社の社長だけに絞って集計した表 6
















抜きは 36.4% にとどまっており 43）、合谷によ
れば、日本経済新聞の「私の履歴書」に登場す
る社長 243 人のうち、生え抜き型は 41.2% にす
ぎない 44）。それに対して、三品・日野（2011）
によれば、上位 50 社で 65 年に半数を占めてい
た新卒採用経営者が 80 年に 7 割弱を占めてお













た。すなわち、60 年代には 50 年代より 2.6 年
長い 29.6 年、70 年代にはさらに 1.5 年長い
31.1 年、80 年代には 1.1 年長い 32.2 年であっ




代に 30.4 年、60 年代は 29.4 年でそれほど変
表 6　3社社長の入社年度と新卒・中途採用（1950 年代 -80 年代）
日立 東芝 三菱電機
社長名 入社年度 新卒・中途 社長名 入社年度 新卒・中途 社長名 入社年度 新卒・中途
倉田 1912 新卒 石坂 1915 中途 高杉 1943 中途
駒井 1925 新卒 岩下 1917 新卒 関 1923 中途
吉山 1935 新卒 土光 1957 中途 大久保 1924 新卒
三田 1949 新卒 玉置 1954 中途 進藤 1933 新卒
岩田 1934 新卒 片山 1940 新卒






に約 30 年で、取締役までのそれより 5年長かっ
た。この時期、取締役昇進と常務昇進の勤続年
数が平均的にほぼ同じであった日立との違いが
























60 年代には 30.8 年だったが、70 年代には約














1950 年代に平均 24.7 年だったが、60 年代には
一気に 6年半以上長くなって 31.3 年になった。
ただ、その後の 70 年代にはほぼ変わらず約 32




取締役 常務取締役 専務取締役 副社長 社長
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均
日立
1950 年代 27.0 9.028 27.8 10.928 30.4 2.899 28.0 2.263 35.0
1960 年代 29.6 8.341 31.9 7.774 29.4 13.590 30.8 11.727 40.9
1970 年代 31.1 4.471 34.0 3.497 37.8 2.931 39.0 4.312 36.6
1980 年代 32.2 2.046 34.1 2.637 36.6 2.631 36.2 7.537 34.4
東芝
1950 年代 24.7 12.445 29.6 10.875 20.6 14.824 34.7 － 38.7
1960 年代 31.3 5.804 31.0 10.334 28.6 14.439 34.7 13.816 42.0
1970 年代 31.9 4.956 35.2 2.954 36.9 2.773 33.7 9.595 35.1
1980 年代 28.7 8.402 32.2 6.842 36.2 2.316 38.6 2.564 40.9
三菱電機
1950 年代 29.1 3.688 31.8 3.847 － － － － 35.8
1960 年代 29.8 7.291 33.9 9.010 － － 37.5 2.121 42.1
1970 年代 29.5 10.211 35.4 6.466 37.8 2.121 35.1 12.299 39.0












かし、70 年代と 80 年代には、勤続年数の標準
偏差が大幅に下落している（表 7）。東芝では、







代には、3 社の中で最も長い 29 年で、その後
の 60 年代と 70 年代にも 29 年で変化せず、80
年代に 3年程度長くなった。常務昇進までの勤
続年数は 50 年代に、約 32 年で取締役までのそ
れより 3 年ほど長かったが、さらに、60 年代
と70年代には前の時期よりそれぞれ約2年、1.5
年長くなって、約 34 年と 35.4 年であった。逆
に、80 年代には、3年短くなり、取締役までの
昇進期間が 70 年代より 80 年代に約 3年長かっ
たことと対照的である（表 7）。
1970 年代初めに新設された専務ポストに就















年数は 24.7 年～ 29．1 年で、三菱電機＞日立
＞東芝の順であり、常務昇進までの勤続年数は
27.8 年～ 31.8 年で三菱電機＞東芝＞日立の順






年、東芝が 20.6 年で、日立が 10 年近く長かっ
たのに対して、副社長までの勤続年数は東芝が













表 8 によれば、1960 年代に、取締役昇進に
なるまでの勤続年数は 29.6 年～ 31．3 年で、
50 年代より長くなる中で 3 社が近接している。






それより短く、28.6 年～ 29.4 年である。日立
と東芝の両社のそれが近接しているが、これは、
50 年代と共通である。副社長に昇進するには
平均 30.8 年～ 37.5 年がかかり、三菱＞東芝＞
日立の順で、ここでも三菱電機が最も長かった。
社長昇進までの勤続年数は 41 年～ 42 年で、専
58　　
長く 36.9 年～ 37.8 年である上、3 社がかなり
近接していることが特徴的である。副社長まで
は 35.1 年～ 39 年かかる中で、他 2社より日立
が長かった。社長昇進までの勤続年数は 35.1








数は 28.7 年～ 32.7 年で 60 年代や 70 年代とほ
ぼ同じであったが、3 社間の差は拡大した。ま
た、常務昇進までは 32 年～ 34 年かかり、70
年代よりやや短くなり、入社から専務就任まで
かかる時間は、70 年代と同様に 36.2 年～ 37.8
年で、3 社間の差が小さかった。3 社の副社長











日本の大企業経営者の 58％が 25 年以上同じ会
社に勤続しており、30 年以上の勤続者は 51％、












数は 29.5 年～ 31.9 年であり、3 社の差も小さ
く、60 年代と類似していた。常務昇進までの





取締役 常務 専務 副社長 社長
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均
1950 年代
三菱電機 29.1 3.688 31.8 3.847 － － － － 35.8
日立 27.0 9.028 27.8 10.928 30.4 2.899 28.0 2.263 35.0
東芝 24.7 12.445 29.6 10.875 20.6 14.824 34.7 － 38.7
1960 年代
三菱電機 29.8 7.291 33.9 9.010 － － 37.5 2.121 42.1
日立 29.6 8.341 31.9 7.774 29.4 13.590 30.8 11.727 40.9
東芝 31.3 5.804 31.0 10.334 28.6 14.439 34.7 13.816 42.0
1970 年代
三菱電機 29.5 10.211 35.4 6.466 37.8 2.121 35.1 12.299 39.0
日立 31.1 4.471 34.0 3.497 37.8 2.931 39.0 4.312 36.6
東芝 31.9 4.956 35.2 2.954 36.9 2.773 33.7 9.595 35.1
1980 年代
三菱電機 32.7 4.767 32.4 9.742 37.2 2.211 36.5 11.370 38.3
日立 31.1 4.471 34.0 3.497 37.8 2.931 39.0 4.312 36.6
東芝 28.7 8.402 32.2 6.842 36.2 2.316 38.6 2.564 40.9
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長までは 36 年、専務まで 34 年かかるといって




















は、社長の昇進年数は入社から 30 年～ 40 年で
あるとするが 49）、本稿の 3 社の場合も社長ま
































東大卒 非東大卒 東大卒 非東大卒 東大卒 非東大卒
1950 年代 27.6 32.4 30.8 31.5 32.0 32.5
1960 年代 32.1 32.1 31.9 31.7 31.1 30.9
1970 年代 28.8 33.7 32.4 33.4 32.3 34.3
1980 年代 32.2 32.7 30.7 33.4 32.4 34.3
全期間 30.5 32.9 31.5 32.2 32.0 33.1
1950 年代～ 80 年代、3 社の取締役昇進まで
表 10　出身学校別の取締役昇進までの勤続年数（新卒のみ、%）
日立 東芝 三菱電機
東大 他国立大 私立大 その他 東大 他国立大 私立大 その他 東大 他国立大 私立大 その他
1950 年代 27.6 28.1 － 33.8 30.8 33.7 － 30.0 32.0 31.8 33.0 35.0
1960 年代 32.1 32.3 － 31.6 31.9 32.0 31.1 － 31.1 30.8 31.7 30.4
1970 年代 28.8 31.6 － 36.1 32.4 33.6 32.2 36.7 32.3 33.4 33.6 37.5
1980 年代 32.2 32.3 33.2 36.7 30.7 31.9 31.4 35.4 32.4 32.9 34.0 36.5




と 32.9 年、東芝で 31.5 年と 32.2 年、三菱電
機は32年と 33.1年で、両者の差は0.7年～ 2.4
年にすぎなかった（表 9）。とりわけ、60 年代



























































1950年代 1960年代 1970年代 1980年代
（1）工 場 長 28.6 41.2 28.1 20.0
（2）事業部長 14.3 5.9 18.8 16.0
（3）営業所長 14.3 11.8 6.3 28.0
（4）職能部長 14.3 11.8 15.6 12.0
（1）＋（2） 14.3 23.5 18.8 16.0
（2）＋（3） 14.3 0.0 3.1 0.0
（1）＋（4） 0.0 0.0 9.4 0.0
（2）＋（4） 0.0 5.9 0.0 4.0
（3）＋（4） 0.0 0.0 0.0 4.0






















































年代～ 80 年代を通して、3 社共に、54 歳～ 56
歳で推移した。東洋経済の調査によれば、2000
年代に入って、役員初就任時の平均年齢が役員








年齢が 51 歳であったが、60 年代には 54 歳に 3




最初の「長」就任までの勤続年数（A）最初の「長」から取締役就任までの勤続年数（B） A ＋ B
工場長 事業部長 営業所長 職能部長 工場長 事業部長 営業所長 職能部長 工場長 事業部長 営業所長 職能部長
1950 年代 30.2 32.3 28.7 23.0 0.5 0.3 2.0 8.8 32.5 32.6 30.7 31.8
1960 年代 27.5 30.9 31.1 27.7 5.5 1.8 1.7 6.5 33.0 32.7 32.7 34.2
1970 年代 28.9 30.7 31.4 27.2 5.4 2.9 3.4 5.2 34.3 33.6 34.8 32.3
1980 年代 27.8 31.4 26.1 26.6 5.5 1.6 5.7 6.4 33.3 32.9 31.8 32.9
全期間 28.4 31.1 28.3 26.8 5.1 2.0 4.2 6.1 33.6 33.1 32.5 32.9








は、50 年代に 54 歳で日立より 3 歳も高く、60
年代にまた 1.5 歳ほど高まった 55.5 歳で、70
年代にも 0.5 歳高まり 56 歳になった。ただ、
80 年代には 1 歳下落した 55 歳であった。常務
昇進年齢は、50 年代に取締役のそれとさほど
違わない 55.7 歳であったが、その後 60 年代と













年代には 3 歳高まったが、70 年代に 65 歳、80
る。常務昇進年齢は、50 年代に取締役より 4.5
歳ほど高い 55.6 歳で、その後 60 年代と 70 年
代に 56.2 歳と 57.5 歳に上昇した。ただし、取
締役と同様に、80 年代には同じ年齢にとどまっ
た。




り 0.7 歳若い 59.5 歳であった。副社長昇進年
齢は、50 年代に専務より 2歳上の 57 歳であり、
60 年代に大きな変化がなかったが、70 年代に
は 60 年代より 4.5 歳も高まった。ただ、他の
役員ポストと同じく、80 年代には副社長昇進
年齢が 70 年代より 1.5 歳若くなって、60.7 歳











取締役 常務取締役 専務取締役 副社長 社長
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均
日立
1950 年代 51.1 3.541 55.6 2.875 55.0 1.414 57.0 6.000 59.0
1960 年代 54.2 3.097 56.2 2.570 58.1 1.524 57.7 4.844 59.5
1970 年代 54.9 2.645 57.5 2.578 60.2 2.522 62.2 2.229 59.5
1980 年代 55.5 2.244 57.4 2.170 59.5 1.921 60.7 3.158 58.5
東芝
1950 年代 54.1 3.172 55.7 1.889 59.5 6.025 60.0 － 63.0
1960 年代 55.5 2.372 57.7 2.446 60.2 4.066 62.7 5.624 66.0
1970 年代 56.0 2.241 59.0 2.539 59.8 2.401 60.4 2.446 65.0
1980 年代 55.0 2.405 57.8 2.738 59.0 2.479 60.7 2.328 62.7
三菱電機
1950 年代 54.2 2.167 58.2 2.387 － － － － 59.0
1960 年代 56.6 3.849 59.8 2.251 － － 62.9 2.673 71.0
1970 年代 56.7 5.350 60.3 2.533 61.7 2.498 63.3 3.041 62.5
1980 年代 55.9 1.727 58.2 1.687 60.8 2.149 63.8 2.272 61.0
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昇進年齢は 60 年代の 63 歳から、その後もほぼ
変わらない。社長就任年齢については、50 年
代に東芝よりは低かったが、日立と同じであっ
た。その後、60 年代には 12 歳も高まったが、
逆に、70 年代には 8.5 歳も下り、80 年代には、
70 年代と近い 61 歳であった。
三菱電機の取締役昇進年齢の標準偏差は 60




























電機の取締役昇進年齢は、50 年代に 54 歳で、
60 年代には 2.4 歳高まったが、その後、変化
が小さく、70 年代は 56.7 歳、80 年代には 56
歳であった 57）。
常務昇進年齢は、1950 年代に、取締役昇進
年齢より 4歳高く、その後、60 年代には 1.6 歳、




61.7 歳、80 年代 60.8 歳でやや下落したが、同
じ時期の常務昇進年齢と比較すれば、70 年代
に 1.4 歳、80 年代に 2.6 歳高かった。副社長
表 14　年代別役員昇進時の平均年齢（歳）と標準偏差
年代＼職位
取締役 常務 専務 副社長 社長
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均
1950 年代
三菱電機 54.2 2.167 58.2 2.387 － － － － 59.0
日立 51.1 3.541 55.6 2.875 55.0 1.414 57.0 6.000 59.0
東芝 54.1 3.172 55.7 1.889 59.5 6.025 60.0 － 63.0
1960 年代
三菱電機 56.6 3.849 59.8 2.251 － － 62.9 2.673 71.0
日立 54.2 3.097 56.2 2.570 58.1 1.524 57.7 4.844 59.5
東芝 55.8 2.030 58.3 2.446 60.2 4.066 62.7 5.624 66.0
1970 年代
三菱電機 56.7 5.350 60.3 2.533 61.7 2.498 63.3 3.041 62.5
日立 54.9 2.645 57.5 2.578 60.2 2.522 62.2 2.229 59.5
東芝 55.5 2.372 57.7 2.539 59.8 2.401 60.4 2.446 65.0
1980 年代
三菱電機 55.9 1.727 58.2 1.687 60.8 2.149 63.8 2.272 61.0
日立 55.5 2.244 57.4 2.170 59.5 1.921 60.7 3.158 58.5




1960 年代と 70 年代と同じく、80 年代にも、
常務、専務、副社長就任時年齢の標準偏差は 3
社共に小さく、3社間の差も小さい。すなわち、

















の役員就任平均年齢の 54.2 歳より 8 歳以上も
若かった。70 年代と 80 年代の吉山社長と三田
社長も、同じ時期の役員平均より 6歳と 4.5 歳














社長が 53 歳と 50 歳に取締役に就任し、同年代
の三菱電機役員の平均である 54.2 歳より若く、

































いる。例えば、取締役は 55 歳～ 56 歳、常務は









1950 年代 日立 東芝 三菱電機
倉田 （全役員平均） 石坂 岩下 （全役員平均） 高杉 関 （全役員平均）
（1）就任年齢
（取締役） 52 51.1 56 53 54.1 53 50 54.2
（常務） 58 55.6 － 55 55.7 53 52 58.2
（専務） － 55.0 － 57 59.5 － － －
（副社長） － 57.0 － 60 60.0 － 56 －
（2）在任期間
（取締役） 5.3 7.9 8.8 1.4 6.1 0.5 2 6.3
（常務） 0.2 3.5 － 2.9 5.5 2 4 5.9
（専務） － 3.8 － 2.7 5.7 － － －
（副社長） － 6.5 － 4 4.0 － 7 －
（取締役～副社長） 5.5 8.8 11 2.5 13
1960 年代 日立 東芝 三菱電機
駒井 （全役員平均） 岩下 土光 （全役員平均） 関 大久保 （全役員平均）
（1）就任年齢
（取締役） 46 54.2 53 59 55.5 50 55 56.6
（常務） 54 56.2 55 － 57.7 52 59 59.8
（専務） 56 58.1 57 － 60.2 . － －
（副社長） － 57.7 60 － 62.7 56 63 62.9
（2）在任期間
（取締役） 9.0 6.0 1.4 7.5 2.6 2.0 4.0 4.0
（常務） 1.7 3.2 2.9 － 2.5 4.0 4.0 3.4
（専務） 4.4 2.6 2.7 － 3.9 － － －
（副社長） － 2.9 4.0 － 3.0 7.0 2.0 2.6
（取締役～副社長） 15.1 11.0 7.5 13.0 10.0
1970 年代 日立 東芝 三菱電機
吉山 （全役員平均） 玉置 岩田 （全役員平均） 進藤 （全役員平均）
（1）就任年齢
（取締役） 49 54.9 48 54 56.0 54 56.7
（常務） 54 57.5 53 － 59.0 56 60.3
（専務） 56 60.2 57 56 59.8 － 61.7
（副社長） － 62.2 59 58 60.4 58 63.3
（2）在任期間
（取締役） 3 2.3 5 2 3.1 2 3.9
（常務） 1.7 3.0 4 － 3.1 2 3.0
（専務） 4.4 2.8 2 2 4.3 － 3.4
（副社長） － 4.3 2 8.1 4.2 2 2.8
（取締役～副社長） 9.1 13 12.1 6
1980 年代 日立 東芝 三菱電機
三田 （全役員平均） 佐波 渡里 青井 （全役員平均） 片山 志岐 （全役員平均）
（1）就任年齢
（取締役） 51 55.5 51 53 52 55 58 53 55.9
（常務） 53 57.4 53 55 55 57.8 61 55 58.2
（専務） 56 59.5 55 57 57 59 － 57 60.8
（副社長） 57 60.7 57 59 59 60.7 63 － 63.8
（2）在任期間
（取締役） 2.1 3.0 2 2 3 3.6 5 2 2.9
（常務） 3 2.9 2 2 2 2.2 2 2 2.4
（専務） 1 2.8 2.1 2 2 2.4 － 2 2.4
（副社長） 1 4.0 4 2 3.1 2.9 1 － 2.7






社長昇進年齢は 40 年間 59 歳前後でほぼ変わら
なかった。東芝も 50 年代の 63 歳から、80 年
代に 62.7 歳であった。三菱電機も、50 年代の
59 歳から 80 年代に 61 歳にとどまった。
また、伊丹は、日本企業の役員登用の高齢化
が、社長就任年齢の高齢化の一理由であるとす








齢は 56 歳 66）、91 年のそれは約 59 歳であった。
これを本稿の 3社と比べれば、社長就任年齢が





ばらつきが小さくなる中で 67）、大半が 50 歳代
後半から 60 歳代前半で社長につき、60 歳代に
社長就任した人が全体の 6割強を占めているこ














70 年代の進藤社長も 54 歳に役員になり、平均
の 56.7 歳より 3 歳弱が若かった上、80 年代の



















任の平均年齢は 48.3 歳であり、91 年社長のそ















































取締役の兼務比率は 95.2% ～ 98.4% という極め
て高率であった。この時期、3 社共に、取締役
のほとんどが兼務であったのである。
谷口の推計 70）によれば、アメリカ上位 25 社
で、取締役全体で何等かの執行役員を兼務して
いる者の比率が、1919 年に 46.1%、39 年に









71.4%、60 年代に 60%、70 年代に 54.5%、80 年






日立は、60 年代～ 80 年代には兼務する専務が
表 16　3社役員の年代別兼務比率（名、%）
企業名 年代 取締役 （兼務者）（兼務比率）常務取締役（兼務者）（兼務比率）専務取締役（兼務者）（兼務比率）
日立 1950 年代 31 28 90.3 7 5 71.4 3 3 100.0
1960 年代 34 31 91.2 25 15 60.0 11 0 0.0
1970 年代 39 37 94.9 33 18 54.5 13 0 0.0
1980 年代 42 40 95.2 37 22 59.5 22 0 0.0
東芝 1950 年代 17 13 76.5 11 5 45.5 6 3 50.0
1960 年代 36 26 72.2 24 15 62.5 18 4 22.2
1970 年代 45 39 86.7 21 12 57.1 11 4 36.4
1980 年代 62 61 98.4 33 16 48.5 20 2 10.0
三菱電機 1950 年代 18 17 94.4 5 3 60.0 － － －
1960 年代 40 25 62.5 17 5 29.4 － － －
1970 年代 49 47 95.9 29 25 86.2 7 4 57.1









ば、取締役の任期は、1950 年代の 6.3 年から
80 年代には 2.9 年へ、常務の任期も 50 年代の
約 6 年から 80 年代には 2.4 年へと、半分以下
にまで短縮された。専務についても、70 年代

















も、50 年代の 14.5 年より、60 年代に 12.3 年、





の任期の標準偏差は、50 年代と 60 年代に比べ、
70 年代と 80 年代にかなり小さくなって、常務
の任期の標準偏差も、50 年代に 2.17、60 年代














取締役 常務取締役 専務取締役 副社長 社長
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均
日立
1950 年代 7.9 4.193 3.5 2.170 3.8 0.919 6.5 2.062 14.5
1960 年代 6.0 6.851 3.2 1.406 2.6 1.449 2.9 1.578 12.3
1970 年代 2.3 1.166 3.0 1.165 2.8 1.197 4.3 0.354 9.8
1980 年代 3.0 2.962 2.9 0.985 2.8 0.941 4.0 1.212 9.8
東芝
1950 年代 6.1 2.662 5.5 1.944 5.7 2.785 4.0 － 8.1
1960 年代 2.6 1.359 2.5 0.846 3.9 2.590 3.0 1.414 7.4
1970 年代 3.1 1.292 3.1 1.469 4.3 2.742 4.2 2.573 5.4
1980 年代 3.6 5.935 2.2 0.690 2.4 1.004 2.9 0.837 3.8
三菱電機
1950 年代 6.3 3.102 5.9 2.347 － － － － 8.5
1960 年代 4.0 1.681 3.4 1.505 － － 2.6 2.121 8.0
1970 年代 3.9 1.343 3.0 1.290 3.4 2.608 2.8 2.387 8.0
1980 年代 2.9 1.010 2.4 0.796 2.4 1.504 2.7 1.211 7.5
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専務が 2.6 年～ 3.9 年で東芝＞日立、副社長が
























間をみれば、3 社の取締役の在任期間は 6.1 年
～ 7.9 年で、日立＞三菱＞東芝の順であり、常
務の在任期間は 3.5 年～ 5.9 年で三菱＝東芝＞
日立、専務は 3.8 年～ 5.7 年で東芝＞日立、副

















表 18 によれば 1960 年代の 3社役員の在任期
間は、取締役が 2.6 年～ 6年で日立＞三菱＞東
芝、常務が 2.5 年～ 3.4 年で三菱＝東芝＞日立、
表 18　年代別の役員の平均在任期間（歳）と標準偏差
年代＼職位
取締役 常務取締役 専務取締役 副社長 社長
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均
1950 年代
三菱電機 6.3 3.102 5.9 2.347 － － － － 8.5
日立 7.9 4.193 3.5 2.170 3.8 0.919 6.5 2.062 14.5
東芝 6.1 2.662 5.5 1.944 5.7 2.785 4.0 － 8.1
1960 年代
三菱電機 4.0 1.681 3.4 1.505 － － 2.6 2.121 8.0
日立 6.0 6.851 3.2 1.406 2.6 1.449 2.9 1.578 12.3
東芝 2.6 1.359 2.5 0.846 3.9 2.590 3.0 1.414 7.4
1970 年代
三菱電機 3.9 1.343 3.0 1.290 3.4 2.608 2.8 2.387 8.0
日立 2.3 1.166 3.0 1.165 2.8 1.197 4.3 0.354 9.8
東芝 3.1 1.292 3.1 1.469 4.3 2.742 4.2 2.573 5.4
1980 年代
三菱電機 2.9 1.010 2.4 0.796 2.4 1.504 2.7 1.211 7.5
日立 3.0 2.962 2.9 0.985 2.8 0.941 4.0 1.212 9.8





し、29 歳の時の 23 年に三菱電機に移り、43 年
に取締役に就任し、取締役 2年、常務 2年、副
社長 7 年、合わせて 11 年の役員歴任の後、社
長に昇進した。関社長の各役員ポスト就任年齢
































平均の 4.2 年のほぼ 2倍であった。取締役就任
から社長昇進まで、玉置社長は 13 年、岩田社
締役の在任期間は 2.9 年～ 3.6 年で、70 年代
より近接し、3 社の常務の任期が 2.2 年～ 2.9
年、専務の在任期間は 2.4 年～ 2.8 年で、共に
70 年代より 3 社間に近接した。ただ、80 年代
の 3 社の社長在任期間だけは 3．8 年～ 9.8 年
で企業間の差があり、また、日立＞三菱電機＞


































































長就任までの期間がそれぞれ 13 年と 12 年だっ
たが、80 年代の 3 人の社長は、その期間がそ





















































任期間が 6 年に短縮され、80 年代の 2 人の社
長のそれもそれぞれ 8年と 6年であった。





























































































































1950 年代～ 70 年代の 3 社役員のほとんどは
戦前に学校教育を受けて、戦前に入社しており、
最終学歴は大卒が多かった。例えば、すでに
50 年代に三菱電機の役員のうち大卒者は 8 割
を超えており、日立と東芝の場合もそれぞれ








その一つの根拠は、3 社の従業員 1,000 人当り
の役員数がかなり少なかったことである。例え
ば、1955 年に、伊丹が計算した大企業の従業
員 1,000 人当り役員数は 3.5 人であったのに対
して、同じ年に日立は 0.6 人程度、東芝と三菱
電機も 0.8 人と 0.9 人にすぎなかった。また、
73 年にも、伊丹が計算した従業員 1,000 人当
りの役員数が 2.7 人であったのに対して、同じ
年に日立は約 0.35 人、東芝と三菱電機もそれ
ぞれ 0.4 人、0.5 人程度にとどまった。伊丹が


























































第 1 と第 2 の課題への答えを解明する上でも
重要であると考えられる。

















































10）『東洋経済統計月報』1992 年 10 月、p.36。
11）伊丹（1995）、pp.107 ～ 108。
12）萬成・アベグレンの調査では、1970 年、日本のトッ
プ経営者の 71％が 50 年以前からその会社で働い
ており（萬成博・アベグレン（1971）『日本労働協
会雑誌』149 号、p.4）、同じ年、アメリカの上位
500 社社長の 64％が 50 年以前にその企業に入社し
たとされる（Robert S. Diamond, “A Self-portrait of 




































































3）具体的に、1957、72、87、2001 年の 4 時点を基
準にいずれかの時点で上場していた非金融企業の
中で、有価証券報告書を活用して各期における総
資産最大 50 社を選抜し、重複企業を除き、93 社
を仮選抜した上で、「平均実質総資産」を基準に残








6）『東洋経済統計月報』1989 年 11 月。






芝より役員の京大出身者比重が高く、1 割～ 2 割
を維持した。日立も、1950 年代に役員のうち京大






る経営者 243 社人を集計して、その約 3 分の 1 の
81 名が東大卒であり、本稿のサラリーマン経営者
に該当する「生え抜き型」経営者の 100 名のうち、











































ト・ガバナンス（1899 年 -1999 年）- 取締役と執










































常に 1 名～ 2 名にすぎなかった。三菱電機は、東
経営志林　第54巻3号　2017年10月　　77




























年 11 月、p.30）。他方、90 年代前半、役員の在任
期間が徐々に伸びていたという調査もあり、その
調査によれば、取締役から常務になるまで 1.9 年、
常務から専務まで 1.5 年、専務から副社長まで 1.7
年、副社長から社長までは 2.1 年と、取締役から
社長までは 7.2 年がかかるとされる（『東洋経済統
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